




































































タと PC・モバイルの利用ログデータが同一 ID に紐づくシングルソースパネルデータを活用し，
実行動に即した実証的な立場から消費者特性を理解することを目指した。 
























 最後に第 7 章にて，本研究の貢献と今後の課題を総括した。 
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かを扱うマルチチャネル研究が盛んに進められてきた(e.g., Neslin, Grewal, Leghorn, Shankar, 
Teerling, Thomas & Verhoef, 2006; Ansari, Mela & Neslin, 2008; Chintagunta, Chu & Cebollada, 









ムニチャネル研究が進んできている(Dholakia, Kahn, Reeves, Rindfleisch, Stewart & Taylor, 
2010; Verhoef, Kannan & Inman, 2015)。消費者の購買プロセス上には，オンライン・オフライ
ンの購買チャネル接点，さらにはメディアやデバイスの情報接点が多様に存在するがゆえに，
多くの企業にとってそれらを統合的に構築・管理し，購買につながる“導線化” (Path to 
Purchase)を戦略立てて目指すことで，消費者の経験価値を高めていくことが求められる時代









てきた(守口, 2017)。これに対し，直近 5 年でみると，Twitter や Facebook，Youtube などのデ
ジタルメディアが発達し，このメディア上で個人の WEB サイト閲覧履歴や各所で収集され
たデータに基づいて，個別最適化された販促が実行可能になってきた。この仕組みの実現に




る日々自動的に収集され，蓄積され続けるデータに基づいて，DMP や DSP を活用して消費


















消費者のマルチチャネル利用と情報接触を扱った先行研究である Konus, Verhoef & Neslin 




Solomon, 2001; 田中, 2008)。また，調査品質研究の視点でみると，人は自身の行動に常に気
を払っているわけではないため，実行動データと調査回答の間には乖離が存在し，その乖離
を考慮せずに効果を捉えると誤った解釈につながる場合があることが指摘されている






に基づく ECサイト上での購買行動を扱う研究 (e.g, 久松・外川・朝日・生田目, 2013)は盛ん
に行われている。さらに，チャネル領域のこれまでの研究文脈の中では，購買チャネルのみ
を扱った研究，例えば，実店舗・オンラインの購買チャネル選択研究 (e.g., Chu, Chintagunta & 
Cebollada, 2008; Chintagunta et al., 2012; Breugelman & Campo, 2016; Li, Konus, Langerak & 
Weggeman, 2017)や購買チャネルに対するEmailや電子クーポン施策のプロモーション効果を







として挙げられており(Verhoef et al., 2015; 奥谷, 2016)，本研究の対象として扱っていく。 
第 3 は，縦断的な視点による研究である。経済産業省(2018)によれば，2017 年の消費者向
け EC 市場規模は 16.5 兆円であり，2010 年の 7.8 兆円から継続的に増加を続けている。特に
従来オンライン購買がされやすかった高価格な専門品だけでなく，手近な日用消費財までオ
ンライン購買が普及してきたことが近年の市場の特徴である。ここからわかるように，この
























 本研究の構成は次に示す通りである。はじめに第 1 章として本研究の背景と目的を説明し，
第 2 章ではマルチチャネル・マルチメディア環境下での消費者行動についての先行研究をレ
ビューした上で，2.6 節で本研究のフレームワークを具体的に示す。 



















らに，そうした消費者の行動変化に対して，モバイル・PC デバイスでの EC 利用経験がどの
ように寄与するのかについて議論していく。 
最後に第 7 章として本研究の貢献についてまとめ，今後の課題を述べる。 
本研究の枠組みは図 1.1 に示す通りである。 
 
  
図 1.1 本研究の枠組み 
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なお，第 3 章の内容は，日本行動計量学会誌に投稿，掲載された論文(中野・残間, 2017)を
加筆・修正したものである。第 4 章の内容は，Journal of Retailing and Consumer Services に投
稿，掲載された論文(Nakano & Kondo, 2018)を加筆・修正したものである。第 5 章の内容は，
オペレーションズ・リサーチ誌に投稿，掲載された論文(中野・近藤, 2018)を加筆・修正した













互いに依存しあう組織の集合」と定義される(Stern & Adel, 1980)。ここでは生産者，卸売業者，
小売業者，消費者といったプレイヤーがいる中で，生産者から最終消費者に商品やサービス
がわたるまでの経路をチャネルと呼ぶ。この中で，特に小売業者と消費者の間での経路は小
売チャネル(Retail channel)と呼ばれる。小売チャネルは，実店舗，オンライン(EC; E-Commerce), 



















































れらの要因について，Neslin et al. (2006)は「チャネル特性」，「マーケティング変数」，「社会
的影響」，「チャネル統合」，「状況要因」，「個人差」という 6 つの分類によって説明している。




いることから(e.g., Frambach et al., 2007; Chu et al., 2010; Fassnacht & Unterhuber, 2016; 





























商品価格・値引き Noble, et al. (2005); Verhoef et al. (2007); Konus et al. (2008);
Chu et al. (2010); Breugelmans & Campo (2016);
Fassnacht & Unterhuber (2016); Cavallo (2017)
利便性 Verhoef & Langerak (2001); Nicholson et al. (2002);
Chinagunta et al. (2012); Melis et al. (2016)
アクセス性 Kumar & Venkatesan (2005); Briesch et al. (2009);
Campo & Breugelmans (2015); Chintagunta et al. (2012);
Pozzi (2013); Melis et al. (2016)
取引コスト・品揃え Chintagunta et al. (2012)
チャネル品質・リスク認知 Bhatnagar & Ghose (2004); Campo & Breugelmans (2016)
商品カテゴリとの関連性 Kushwaha & Shanker (2013)
マーケティング変数 コミュニケーション施策
(e.g., Email, ちらし)
Knox (2005); Ansari et al. (2008); Valentini et al. (2011);
Chang & Zhang (2016)
メッセージの内容 Montaguti et al. (2015)
社会的影響 社会的規範 Nicholson et al. (2002); Keen et al. (2004); Verhoef et al. (2005);
Verhoef et al. (2007)
チャネル統合 チャネル間のシナジー Burke (2002); Motoya-Weiss et al. (2003); Avery et al. (2007)
購買プロセス Kim & Park (2005);Verhoef et al. (2007); Konus et al. (2008);
Sands et al. (2016)
状況要因 物理条件や時事条件 Chinagunta et al. (2012)
個人差 過去の購買経験 Valentini et al. (2011); Rose et al. (2012); Melis et al. (2015);
デモグラフィック属性 Falk et al. (2007); Konus et al. (2008); Chu et al. (2010);
Valentini et al. (2011) Chinagunta et al. (2012); Sands et al. (2016)
心理属性 Ailawadi et al. (2001); Konus et al. (2008); Wang et al. (2014);





(Noble, Griffith & Weinberger, 2005)。それゆえ，これまで多くの研究の中で，オンライン購買
の多さと価格感度の高さについて正の関係があることが示唆されている(Konus et al., 2008; 









多さの間に正の関係があることが示唆されている(Verhoef & Langerak, 2001; Chintagunta et al., 
2012; Melis, Campo, Lamey & Breugelmans, 2016)。消費者の時間的余裕は忙しさや購買にかけ
る時間を質問調査で問う心理的尺度によって捉えることができる(Konus et al., 2008; Sands et 
al., 2016)。また，日用消費財のような生活必需品の購買では，時間的余裕を購買頻度によっ
て操作化する場合がある(Degeratu, Rangaswamy & Wu, 2000)。Melis et al. (2016)は，日用消費
財の購買頻度が多い人ほど時間に余裕があり，結果としてオンライン購買が少なくなる傾向
を示している。それ以外の指標として，休日の購買の多さや日中の購買の多さが用いられる







化される。Pozzi (2013)や Melis et al. (2016)では店舗までの距離が遠い場合にオンライン購買
がされやすくなる傾向を示唆している。Campo & Breugelmans (2015)やChintagunta et al. (2012)
では重い商品やかさばる商品においてオンライン購買がされやすくなる傾向を示唆している。
また，Briesch, Chintagunta & Fox (2009)では購買時の品数の多さとオンラインの購買の多さに






























2000 年代から 2010 年代前半にかけての研究では，オンライン購買が多い耐久消費財カテ
ゴリがマルチチャネル研究において扱われることが多かった。一方で，近年では食品や日用
雑貨といった日用消費財分野にもオンライン購買の普及が進んでいることから，日用消費財



















Knox (2005)や Ansari et al. (2008)では E-mail とカタログの送付が消費者のチャネル選択に
影響を与えることを示唆している。特に，E-mail は受け取った後にその URL リンクなどから
直接オンライン上で購買を行う行動を喚起でき，オンライン購買に影響を与えやすいことが




























れ，逆に，チャネル間の異質性によって補完性が創出される(Avery et al., 2007)。Motoya-Weiss, 











した形で使い分ける(Kumar & Venkatesan, 2005)。初期の研究として，Kim & Park (2005)は情
報接触と購買の間での消費者のチャネル利用の関連性を捉えている。彼らはオンライン上で
の商品の情報接触意向はオンライン上での購買意向に対して強い正の影響を与えることを示
唆している。Kim & Park (2005)の示唆は，オンライン上で情報接触を行い，そのままオンラ
インで購買を行う人たちの傾向を捉えており，これは一つの特徴的な消費者行動である。一
方，もう一つの特徴的な消費者行動が「リサーチショッパー」現象である(Verhoef et al., 2007)。
リサーチショッパーとは，情報接触時と購買時で異なるチャネルを利用する人たちを指す。
一般的には，オンライン上で情報を検索し，購買は実店舗で行う人たちとして扱われる。Kim 




























っていく(Valentini et al., 2011)。Rose, Clark, Samouel & Hair (2012)はチャネル利用経験を積む
につれて，チャネルへの満足度や信頼性が高まり，結果としてリピート購買につながってい
ることを示している。Melis et al. (2015)では，オンライン購買を始めたばかりの消費者は好み
の実店舗と同じチェーンのオンライン店舗を利用する傾向にあるが，オンライン購買の経験
を積むにつれて，複数チェーンのオンライン店舗を比較しながらオンライン購買を行うよう











ず，年齢について，Falk et al. (2007)や Valentini et al. (2011)では若年ほどオンライン購買を行
いやすいことを示唆している。また，Sands et al. (2016)では情報接触をオンライン上で行い，
購買は実店舗で行うリサーチショッパーについて，中年層の影響が強い U字型の傾向にある
ことを示唆している。性別については，強い影響がみられかったことを示す研究(Falk et al., 
2007; Valentini et al., 2011; Konus et al., 2008)が一定数存在するが，Sands et al. (2016)では男性の
方がオンライン購買を行いやすいことを示唆している。世帯の特性を扱った研究として，





すい傾向にあることも示唆している。同様の傾向は日用消費財を扱った Chu et al. (2010)でも
報告されている。しかしながら，これらの先行研究がある一方で，デモグラフィック属性の
影響は，分析対象とする国のオンラインチャネルの普及状況や社会経済状況，情報インフラ










を採用する(Wang et al., 2014; Keyser et al., 2015; Sands et al., 2016)。 
 
(1) Innovativeness: 新商品・未経験品のトライアル性向 
消費者は新しいチャネルを採用することによって，新商品や自分が利用したことのない商
品と出会うことができる「探求 (Exploration)」の享楽的ベネフィットを享受できる。Ailawadi 
et al. (2001)や Konus et al. (2008)ではこのベネフィットに対する消費者の志向性を「新商品を
試す」「未経験品を試す」「異なる商品を使い分ける」「繰り返し同じ商品を使い続けることに
飽きる」という消費者性向を意図して心理属性として操作している。彼らはこれを 
“Innovativeness”と称している。 “Innovativeness”の定義は，Midgley & Dowling (1978; Journal of 




にしてある(小川, 2005; Rogers, 1962; Rogers & 三藤(邦訳), 2007)。それゆえ，本研究ではこの




(2) Shopping enjoyment：買い物の楽しさ 
消費者は買い物によってエンターテイメント性や感情的なベネフィットを享受できる
(Babin et al., 1994)。買い物によって喜びや興奮を得ようとする消費者の性質はチャネル利用





(3) Motivation to Conform：他者受容 
消費者の購買意思決定は自己表現(Self-expression)のベネフィットと関係する。自分自身の
選択が他者から同意されるかを求める消費者の性向は，商品選択やチャネル選択に影響を与
えることが知られている(Ailawadi et al., 2001; Chandon et al., 2000)。Ailawadi et al. (2001)や
Konus et al. (2008)では「人に批判されることを嫌がること」，「人に受け入れられる重要性」，
「あまり考えずに問題解決をしたいこと」という消費者性向を意図して心理属性として操作










よれば，2017 年の物販系 EC 市場規模は，日本を基準にした場合，米国は日本の約 4.8 倍，
中国は約 11.7 倍であると推計されている。ただし，各国の総人口は日本が 1 億 2604 万人，
米国は 3 億 2647 万人(日本の約 2.6 倍)，中国は 13 億 8823 万人(日本の約 11.0 倍)であり，モ
バイルを含むインターネット普及率は日本が 83.5%，米国が 87.9%，中国が 53.2%である。こ
れにより，ネット利用者 1 人当りの年間の EC 市場規模は，日本が 805 ドル，米国が 1,585






























































実態をレビューする。なお，中野・近藤 (2017)は Direct Marketing Review (日本ダイレクトマ
ーケティング学会誌)に投稿，掲載された筆者らの論文であり，以下はその一部を抜粋・修正
したものである。 






利用を扱った研究がこれまでに行われている(e.g. Pilotta & Shultz, 2005; Jeong & Fishbein, 
2007; Enoch & Johnson, 2010）。中野・近藤 (2017)では，株式会社インテージが保有するメデ
ィア・シングルソースパネル(i-SSP)におけるモバイル・PC・テレビの行動ログデータを分析
に使用している。分析対象者は関東・関西・中京在住の男女 20-69 歳の個人 1,790 人であり，
分析期間は 2016 年 6 月の 1 ヶ月間である。分析では，モバイル・PC・テレビ単体の一日あ
たり平均利用分数，および，モバイル×テレビ，PC×テレビ，モバイル×PC の同時利用の
一日あたり平均利用分数について，正規化処理を行った 6 つの変数を用いている。これらの
変数について，K-means を用いてクラスタ分析を行い，セグメント数を 3 から 10 で変化させ
て郡内の平均・分散を比較した上，実務的に解釈可能なセグメント数を採用している。 
 結果として，表 2.2 に示す 6 つのセグメントが抽出された。セグメント 1~3 は全体平均と
比べて複数のデバイスの利用量が多く，同時利用量も多い人たちであり，これを「マルチタ
スク型」と名付けている。セグメント 1 を「MBTV マルチタスク型」，セグメント 2 を「PCTV
マルチタスク型」，セグメント 3 を「MBPC マルチタスク型」と名付けている。合計 9%がマ
ルチタスク型であり，2 つのデバイスに利用が偏りやすい人たちを捉えている。セグメント
4~6 は全体平均と比べて一つのデバイスの利用量だけが多くなる人たちであり，「偏重型」と
名付けている。セグメント 4 を「MB偏重型」，セグメント 5 を「PC 偏重型」，セグメント 6






表 2.2 セグメントの構成と平均値 
 
注. 本表内の値は，モバイル(MB)，PC，テレビ(TV)の個人の日当たり平均視聴分数を示している。 
  また，「同時」とは消費者が複数のデバイスが時分単位で併用していた場合を指す。 







1.MBTVマルチタスク型 96 ( 5% ) 335.3 52.9 355.0 128.1 23.3 7.4
2.PCTVマルチタスク型 55 ( 3% ) 161.1 254.6 382.5 63.0 124.7 11.5
3.MBPCマルチタスク型 18 ( 1% ) 379.2 339.9 88.9 39.2 32.7 152.2
4.MB偏重型 365 ( 20% ) 319.2 35.7 83.2 29.2 4.9 5.6
5.PC偏重型 217 ( 12% ) 119.7 216.5 96.5 11.8 25.1 12.3
6.テレビ偏重型 253 ( 14% ) 94.8 54.4 311.8 34.2 23.2 2.2
7.非分散・低関与型 786 ( 44% ) 86.4 34.7 76.9 7.3 4.6 1.3















 経済産業省(2018)によれば，日本の B to C EC(物販系)における市場規模は，2015 年に 72,410
億円であったが，2016 年は 80,047 億円，2017 年に 86,008 億円と右肩上がりに成長している。
この中でモバイル経由での購買が占める割合は，2015 年の 27.4％から，2016 年に 31.9%，2017















ア環境下での研究の関心として大きく 2 点を挙げる。 








































の呼称は，Journal of Interactive Marketing 誌の 2010 年 24 巻 2 号の特集で扱われたテーマ
“Emerging Perspectives on Marketing in a Multichannel and Multimedia Retailing Environment”，な
いしは，その中の主要論文である Dholakia et al. (2010)の論文表題“Consumer Behavior in a 





































は自動的に収集されるだけでなく，企業の DMP (Data Management Platform)に日々刻々と蓄積








うになっている(Jarvinen & Taiminen, 2016)。デジタルマーケティングでは，企業はデータ分
析によって KPI (重要業績評価指標; Key performance indicator)を設定した上で，その KPIを監
査しながら，各施策を自動で調整しながら継続的に実行し続けることを目指している。この





 以降では，DMP/DSP の仕組みについて，より具体的に説明をする。DMP/DSP の主な機能
 29 
を図 2.3 に示した。DMP はデータ蓄積機能・分析機能を有する仕組みであり，個別の企業が
自社データを統合管理するための「プライベート DMP」や広告代理店，オーディエンスデー
タ保有事業者，市場調査会社などのデータ保有事業者がマーケティング支援の目的で提供す
る広義での DMP が存在する(横山・菅原・草野, 2015)。また，DSPは広告配信などの施策実
















図 2.3 DMP/DSP の役割 
実務上，消費者ターゲット選定がどのように行われているのかについて，株式会社インテ
ージとそのグループ会社であるドコモインサイトマーケティングが共同運用する DMP/DSP





われている。なお，di-PiNK には 2.4.3 節で説明する本研究の分析データとして使用していく








図 2.4 DMP/DSP に搭載されるセグメントの例 
注. 宣伝会議アドタイの HP 上から図を引用した。 (https://www.advertimes.com/20170425/article239487/) 
 























グ・リサーチ産業で進められてきた。インテージ社の i-SSP(Intage Single Source Panel)，ビデ
オリサーチ社の VR Cubic，Nielsen Japan 社の Netview といったデータ・サービスである。イ
ンテージ社の i-SSP は，長年インテージ社が運用を続けてきた SCI(全国消費者パネル調査)
というスキャンパネル方式の購買履歴データとその調査モニターをベースにして，同一個人
のスマートフォン・PC の使用履歴ログデータ，テレビ視聴ログデータを収集したデータであ
る。ビデオリサーチ社の VR Cubic は，彼らが得意としてきたテレビ視聴ログ収集領域を拡
張し，テレビ視聴ログデータとスマートフォン・PC の使用履歴ログデータを個人のシングル




















(Krugman & Hartley, 1970; Dutka & Frankel, 1997)。この観点は，従来，データ整備が進んでい
た購買のスキャンパネルデータ(Zhen et al., 2009; Einav et al., 2010)やテレビの視聴計測データ










本研究の第 3 章から第 6 章までで使用するデータについて説明する。 
本研究の第 4 章，第 5 章，第 6 章では，株式会社インテージが運用する全国消費者パネル
調査(SCI)を使用する。SCIはホームスキャン方式で収集された購買パネルデータであり，全








また，本研究の第 3 章，第 4 章，第 6 章では，同じく株式会社インテージが運用するシン





ル調査は 8,300 人，PC調査は 15,000 人をパネルサイズとしている。なお，i-SSP のモバイル


















ロビットモデルなどの離散選択分析の枠組みが採用されている。例えば，Chu et al. (2008)や
Chu et al. (2010)，Pozzi (2012)ではチャネル選択およびブランド選択を対象にロジットモデル
を用いてモデル化を行っている。また，チャネルの購買生起と購買量を同時に捉えていく場
合，Type II Tobit Model や Sample Selection Model，Hurdle Model といったゼロ切断分布に対応
した分析方法が採用されることがある。これはオンライン購買の普及率を鑑みると，必ずし
も全ての消費者がオンラインで購買するわけではないので，データ上でゼロ値が発生しやす
いといった課題に対応するものである。Ansari et al. (2008)は，購買生起と購買量に対して Type 
II Tobit モデル，チャネル選択に対してプロビットモデルを採用している。Breugelmans & 
Campo (2016)は各チャネルの購買生起と購買量を log-noramal Hurdle Modelによってモデル化
している。また，Li, et al. (2017)は，企業選択に対してプロビットモデル，チャネル選択と購













出している。また，Konus et al. (2008)は，情報接触時と購買時のチャネル利用態度をチャネ
ル利用のふさわしさ(appropriateness)で識別し，その傾向から消費者をセグメンテーションし
ている。さらに，そこに寄与する心理属性について潜在クラスクラスタ分析を用いて明らか











のである。Venkatesan, Kumar, & Ravishanker (2007)はオンライン購買の初回採用までの期間に














 以上に述べた先行研究とその手法について表 2.3 に整理した。 
 











Chu et al. (2008) チャネル選択，ブランド選択 ロジットモデル
Chu et al. (2010) チャネル選択，ブランド選択 ロジットモデル
Pozzi (2012) チャネル選択，ブランド選択 ロジットモデル
Ansari et al. (2008) 購買生起，購買量/チャネル選択 Type II Tobit/ プロビットモデル
Breugelmans & Campo (2016) 各チャネルの購買生起， 購買量 log-normal Hurdle model
Li et al. (2017) 企業選択/チャネル選択，購買量 プロビットモデル/ Sample Selection Model
Kumar & Venkatesan (2005) チャネル数 順序ロジットモデル
Thomas & Sullivan (2005) マルチチャネル利用実績 潜在クラスクラスタ分析










Venkatesan et al. (2007) オンライン購買の初回採用期間 比例ハザードモデル
猪狩・星野(2016) 縦断分析 購買間隔，購買金額 競合リスクモデル/回帰モデル
Valentini et al. (2011) チャネル利用段階の移行 ロジットモデル

































本研究のフレームワークを具体的に示していく。まず，2.1 節および 2.2 節で述べたように，
マルチチャネル研究は 2000 年代初頭から現在にかけて，(1)チャネル効率，(2)チャネル間の
ショッパー行動，(3)小売ミックスという 3 つの文脈で進められてきた(Verhoef et al., 2015)。
特に，2 番めのトピックは，「ショッパー・マーケティング」や「Consumer-Centric Marketing」
といった消費者に主眼を置いた研究として進められている(山崎, 2014)。この文脈において，






































下におけるチャネル利用と消費者の諸特性については，Konus et al. (2008)の研究が一つのユ
ニバーサル・スキームとして多くの研究で援用されている(e.g., Wang et al., 2014; Keyser et al., 






























以上の課題に関する方略と各章の構成について図 2.5 に整理した。 
なお，消費者のチャネル利用を経時的な視点で分析した研究は，初回採用までの期間を扱
った Venkatesan et al.(2007)，特定の小売業者の顧客関係管理の文脈で顧客のチャネル選択の



















して確立されている。例えば，購買データでは Zhen et al. (2009)や Einav et al. (2010)，テレビ



















(e.g. Facebook，Twitter)，(2)ビジネスシステム情報 (e.g. EC サイト，CM 出稿情報)，(3) IOT























自身の行動に常に気をはらっているわけではないため(Krugman & Hartley, 1970; Zukin & 
Snyder, 1984)，自己申告型調査の回答には実際の行動との乖離が生じることが知られている

















優れているためである(Webster, Phalen & Lichty, 2006)。TV を対象にした研究では Nielsen 社
の「ピープルメーター」で収集された行動ログを用いたものがある(Prior, 2009; Wonneberger & 
Irazoqui, 2016)。また，PC (Scharkow, 2016)，携帯電話(Boase & Ling, 2013; Abeele et al., 2013)，

































第 1 の観点は分析データの粒度である。初期の研究として Prior (2009)は集計値レベルでの









第 2 の観点は指標である。Wonneberger & Irazoqui (2016)は Prior (2009)の研究を同一個人レ
ベルに拡張した上で，TV 視聴全体の「頻度」と「時間」という 2 つの指標における実証分
析を行った。その結果，頻度では Prior (2009)と同様に過大申告傾向が確認されたが，一方で，






















してきた Event History Calendar と呼ばれる手法がある (Belli, 1998; Schwarz & Oyserman, 




































扱う方法(Scharkow, 2016; Abeele et al., 2013; Boase & Ling, 2013)やレンジに区切る方法
(Kobayashi & Boase, 2012)が用いられることがある。本研究では適正値からの乖離の程度を把
握することを狙いとし，後者の方法を用いる。 




















いていくことにより，時間帯毎の利用状況を想起させやすい状況を作り出す (Schwarz & 
Oyserman, 2001)。具体的には，一日を 4 つの時間帯に区分し，それぞれにおいて利用時間を
聴取した群と一日の利用時間を一括で聴取した群を比較する。 
上記二要因から対象者を表 1 に示す 4 つの群に分け，次の 3 つの分析を実施する。 
 



















本研究では，2.4.3 節で説明した株式会社インテージのシングルソースパネル (i-SSP) のモ
バイル(スマートフォン)調査を使用する。このパネルではスマートフォン利用についての行
動ログが常時継続的に収集されている。自己申告型調査はこのモニターに対してオンライン
調査を付帯的に実施することでデータを収集した。調査は 2016 年 12 月 14 日~20 日にインテ
ージが運用するオンライン調査システム上で実施した。対象者には調査パターンを無作為に
割り付けた。なお，調査は調査実施日から過去半年以上継続してパネルに協力している全員
に対して実施している。この結果，割付数 5,832 人，回収数 4,106 人で回収率は 70.4%であっ








調査では，まず，想起助成を行う対象者に表 3.2 に示す質問 Q1，Q2 を聴取した。Q1 は普
段のスマートフォンの利用の仕方に関わる質問で，対象者は 5 件法で回答した(「あてはまる」






















群1 あり なし 1458 1035 1030
群2 あり あり 1458 999 995
群3 なし なし 1458 1017 1013
群4 なし あり 1458 1055 1052































している。この結果，分析には 4,090 人を用いている。 
表 3.3 パターン別サンプルサイズと性年代構成比 
 
群1 群2 群3 群4 全体
n 1030 995 1013 1052 4090
構成比
男性10代 1.2% 1.7% 1.0% 1.3% 1.3%
男性20代 6.8% 5.8% 7.5% 6.1% 6.6%
男性30代 12.1% 12.5% 12.5% 11.0% 12.0%
男性40代 14.0% 13.6% 14.1% 13.6% 13.8%
男性50代 11.3% 11.0% 10.6% 11.2% 11.0%
男性60代 5.0% 5.7% 5.4% 5.5% 5.4%
女性10代 2.2% 2.3% 2.5% 1.5% 2.1%
女性20代 12.3% 11.7% 11.5% 11.4% 11.7%
女性30代 12.2% 12.3% 11.5% 12.6% 12.2%
女性40代 12.6% 13.5% 13.5% 15.0% 13.7%
女性50代 7.3% 6.7% 7.2% 7.5% 7.2%
女性60代 3.0% 3.3% 2.7% 3.1% 3.0%








なっていた。行動ログの平均値が最も大きい群 2 と最も小さい群 3 を比較すると，その差は
1.3 分であることが確認された。 
表 3.4 基本統計量の比較 
 
注. 本表における分析対象者は，表 3.1 で示した調査パターンで割付されている。 
 




中央値が大きくなる関係が全ての群で見られた。さらに，群 1 と群 3，および群 2 と群 4 に
ついて自己申告型調査の結果を比較すると，どちらの比較でも想起助成ありの場合には，な
しの場合に比べて 5 分ほど平均値が高くなっていることがわかる。また，群 1 と群 2，およ
び群 3 と群 4 について自己申告型調査の結果を比較すると，どちらの比較でも時間帯別聴取










調査パターン 平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差
群1. 想起助成あり×一括 114.0 90.0 104.8 176.6 153.8 118.0
群2. 想起助成あり×時間帯別 146.7 115.0 118.3 177.3 152.0 124.2
群3. 想起助成なし×一括 110.0 70.0 100.4 176.0 150.6 125.3




図 3.1 基本統計量の比較意識－ログの箱ひげ図 
注. 横軸を表 3.1 で示した調査パターン，縦軸を意識－ログ(分)とする。 
 











al., 2013; Scharkow, 2016)は本研究でも同様に確認された。図の下三角部分にプロットが存在
しないのは，意識－ログの指標計算上，「－ログ」の値より小さい値を取り得ないからである。
また，3.4.3 節で述べた外れ値処理のために上三角でも同様の領域が存在する。なお，図中に














表 3.5 意識－ログの MAE，MSE 
 
注. 本表における分析対象者は，表 3.1 で示した調査パターンで割付されている。 
 
各セグメントにおける意識－ログの平均値(表 3-6)は，セグメント 1～5 でそれぞれ－218.3
分，－97.7 分，－44.2 分，－1.6 分，116.0 分であった。セグメント 1～3 は平均値が負の過小
申告傾向にあったため，その程度にあわせて過小申告ヘビー層，過小申告ミドル層，過小申
告ライト層と名付けた。セグメント 4 は平均値が 0 に近いため適正層と名付けた。セグメン
ト 5 は平均値が正の過大申告傾向にあったため，過大申告層と名付けた。 
 












群1. 想起助成あり×一括 97.2 16955.6
群2. 想起助成あり×時間帯別 93.6 16444.8
群3. 想起助成なし×一括 103.4 19518.8
群4. 想起助成なし×時間帯別 95.8 17888.9
平均値 レンジ サンプルサイズ
セグメント1 過小申告ヘビー層 -218.3 [min, -135.4) 818
セグメント2 過小申告ミドル層 -97.7 [-135.4, -68.2) 818
セグメント3 過小申告ライト層 -44.2 [-68.2, -22.7) 818
セグメント4 適正層 -1.6 [-22.7, 24.1) 818
セグメント5 過大申告層 116.0 [ 24.1, max] 818
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表 3.7 共分散分析の結果 
 




3 点が示唆される。第 1 に，自己申告型調査の回答がログから大きく外れる対象者は，その
外れ方が過大であろうと過小であろうと，想起助成と時間帯別聴取を共に行うことが効果的











平方和 自由度 t値 p値
ログ(分) 2564778 1 29.938 0.000 ***
想起助成有無 310 1 0.329 0.742
時間帯別聴取有無 7110 1 1.576 0.115
想起助成有無×時間帯別聴取有無 8820 1 -1.756 0.080 *
ログ(分) 22018 1 7.932 0.000 ***
想起助成有無 116 1 -0.577 0.564
時間帯別聴取有無 1410 1 -2.007 0.045 **
介入有無×時間帯別聴取有無 290 1 0.911 0.363
ログ(分) 6614 1 6.390 0.000 ***
想起助成有無 112 1 -0.830 0.407
時間帯別聴取有無 944 1 -2.414 0.016 **
想起助成有無×時間帯別聴取有無 74 1 0.675 0.500
ログ(分) 280 1 2.512 0.012 **
想起助成有無 2 1 -0.198 0.843
時間帯別聴取有無 5 1 -0.347 0.729
想起助成有無×時間帯別聴取有無 11 1 0.491 0.624
ログ(分) 110168 1 3.476 0.001 ***
想起助成有無 2047 1 0.474 0.636
時間帯別聴取有無 162 1 0.133 0.894




























「年齢」が正に 5%有意，「職業 勤務層」が正に 1%有意であった。ここでは過小申告ミドル
層と同様に，年齢が高く，日中の仕事を持つ人たちの影響が出ていることがわかる。加えて
女性ほど過小申告ライト層になりやすいことがわかる。最後に，過大申告層は「職業 勤務層」
が正に 1%有意，「性別」が負に 10%有意であった。 
 
表 3.8 主効果の検定結果 
 
注. 本表における分析対象者数は表 3.1 で示した群 2 にあたる 995 人である。 
自由度 尤度比検定統計量
ログ 4 515.436 ***
性別(男性=1) 4 12.406 **
年齢 4 32.589 ***
職業 8 18.066 **




余暇時間 4 19.927 ***
*** 1%，** 5%，　*10%
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表 3.9 多項ロジスティック回帰による分析結果 
 
注. 本表における分析対象者数は表 3.1 で示した群 2 にあたる 995 人である。 
本分析における層の区分は全サンプルに対して行った表 3.6 の定義で行われている。 
本分析対象者数(995 人)における各層の対象者数は，過少申告ヘビー層 191 人，過少申告ミドル層 199 人， 




係数 標準誤差 t値 p値
定数項 -8.627 1.374 -6.277 0.000 ***
ログ 0.028 0.002 14.702 0.000 ***
性別(男性=1) 0.155 0.337 0.461 0.645
年齢 0.043 0.012 3.562 0.000 ***
職業_勤務層 0.366 0.360 1.017 0.309
職業_在宅層 -0.483 0.424 -1.139 0.255
教育年数 0.095 0.083 1.149 0.251
余暇時間 -0.208 0.067 -3.101 0.002 ***
定数項 -3.418 1.026 -3.332 0.001 ***
ログ 0.016 0.002 10.617 0.000 ***
性別(男性=1) -0.247 0.259 -0.952 0.341
年齢 0.022 0.009 2.351 0.019 **
職業_勤務層 0.509 0.281 1.813 0.070 *
職業_在宅層 -0.442 0.339 -1.304 0.192
教育年数 -0.007 0.064 -0.104 0.917
余暇時間 -0.018 0.042 -0.444 0.657
定数項 -2.619 0.996 -2.629 0.009 ***
ログ 0.008 0.002 5.464 0.000 ***
性別(男性=1) -0.751 0.249 -3.018 0.003 ***
年齢 0.018 0.009 1.981 0.048 **
職業_勤務層 0.751 0.278 2.705 0.007 ***
職業_在宅層 0.014 0.319 0.045 0.964
教育年数 0.039 0.061 0.649 0.516
余暇時間 0.019 0.036 0.537 0.591
定数項 1.063 0.862 1.234 0.217
ログ 0.004 0.001 2.878 0.004 ***
性別(男性=1) -0.408 0.222 -1.834 0.067 *
年齢 -0.011 0.008 -1.383 0.167
職業_勤務層 0.668 0.248 2.691 0.007 ***
職業_在宅層 0.002 0.292 0.007 0.994
教育年数 -0.081 0.054 -1.500 0.134
余暇時間 0.045 0.033 1.374 0.169
Cox & Snell   疑似決定係数 0.444
Nagelkerke   疑似決定係数 0.463











































と乖離しやすいこと」(Abeele et al., 2013)および「数値自由記述はカテゴリ選択質問よりも乖



















































消費者セグメンテーションが効果的である(Neslin et al., 2006)。これまでマルチチャネル環境
下での消費者の購買チャネル利用を捉えた研究は数多く行われている(e.g., Kushwaha & 
Shankar, 2013; Chintagunta et al., 2012; Gensler et al., 2012; Valentini et al., 2011; Ansari et al., 
2008; Thomas & Sullivan, 2005)。さらに，近年では必ずしも消費者の購買時のチャネル利用に
だけ焦点をあてるのではなく，購買前の情報接触といった購買段階を考慮した研究が進めら
れている。Konus et al. (2008)は情報接触時・購買時のチャネル利用態度をチャネル利用のふ
さわしさ(appropriateness)で識別した上で消費者をセグメンテーションし，そのセグメントを
心理属性，デモグラフィック属性から説明する潜在クラスクラスタ分析(Latent Class Cluster 
Analysis, Vermunt & Magidson, 2002)のフレームワークを提案している。Konus et al. (2008)のフ
レームワークは，その後，多くの研究において援用が進んでいる(Wang et al., 2014; Keyser et al., 
2015; Sands et al., 2016)。例えば，Sands et al. (2016)ではチャネル利用に加え，モバイルとソー




考える。Konus et al. (2008)はチャネル利用のふさわしさ(appropriateness)によって消費者のチ
ャネル利用態度を識別しているが，Sands et al. (2016)はチャネル利用の重要性(importance)の
方が消費者の実行動を予測するのに適切であるとして Konus et al. (2008)のチャネル利用の聴
取方法を批判し，改善を行っている。ただし，この Sands et al. (2016)の聴取方法もチャネル
利用の「態度」を扱ったものである。マーケティング研究では「態度」は「実行動」を引き
起こす先行変数とされており，実行動を捉えていくことは一つの重要な観点になっている 










策に適しており，その活用による施策立案が多くの企業に望まれている (Jarvinen & 
Taiminen, 2016)。 
















していく。第 1 に，本研究全体の課題 1 と関連して，現状どのような人がマルチチャネル購
買をしているのかという点を明らかにすることである。そして，第 2 として，本研究が志向
する，実行動データに基づくセグメンテーションは先行研究の知見とどのように整合しうる
















Bhatnagar & Ghose (2004)はオンライン購買者のセグメンテーションを行った。彼らの研究で
はオンライン購買にあたって消費者は情報セキュリティやベンダーの信頼性といった知覚ロ
スに関係する WEB 属性を懸念していることが示唆されている。このような観点の検証は，
オンライン購買が登場した初期の研究においてよく行われている。Gupta & Chintagunta 









(e.g., Kushwaha & Shankar, 2013)。 
 















Gupta & Chintagunta (1994) 実店舗 － － － ✔
実行動データ
(購買スキャンパネル)
Bhatnagar & Ghose (2004) オンライン － － ✔ － 質問調査データ
Thomas & Sullivan (2005) マルチチャネル － － － －
実行動データ
(小売業顧客データ)
Konus et al. (2008) マルチチャネル 情報接触・購買 － ✔ ✔ 質問調査データ
Wang et al. (2014) マルチチャネル 情報接触・購買 － ✔ ✔ 質問調査データ
Keyser et al. (2015) マルチチャネル 情報接触・購買・購買後 － ✔ ✔ 質問調査データ


















Konus et al. (2008)のスキームはその後，いくつもの研究で援用され，マルチチャネルでの
消費者セグメンテーション法における一つのユニバーサル・スキームになっている(Wang et 




(1) Innovativeness: 本研究では「新商品・未経験品のトライアル性向」と称する。 
“Innovativeness”として，Konus et al. (2008)は Ailawadi et al. (2001)の操作定義に基づき，「新
商品を試す」「未経験品を試す」「異なる商品を使い分ける」「繰り返し同じ商品を使い続ける
ことに飽きる」という消費者性向を意図して操作している。この操作の原典は Midgley & 




して語る場合が往々にしてある(e.g., 小川, 2005)。このように語られる背景には，Everett 
Rogersのイノベーター理論が多くのマーケティング研究で援用されていることと関係すると





費者行動を対比して用いる場合がある(e.g., 中村, 2003)。 
本研究では変数操作の内容をより重視し，さらに，次に挙げる心理属性である Konus et al. 
(2008)が“Brand/Store Loyalty Loyalty”と称した概念が「リピート行動」を意図していることか




(2) Brand/Store Loyalty: 本研究では「ブランド・店舗のリピート性向」と称する。 
“Brand/Store Loyalty”として，Konus et al. (2008)は，「購買決定時のブランドの重要性」，「同
じブランドを買い続けること」，「購買時の場所・店舗の重要性」「同じ方法で買い物し続ける
こと」という消費者性向を意図した操作が行われている。これらは，先行研究として Ailawadi 
et al. (2001)における心理属性操作や Klempeler (1995)がブランド・スイッチング行動の枠組み
の中で定義した変数操作に基づいている。一般的に，ブランドと店舗の“Loyalty”は分けて語














(3) Motivation to Conform: 本研究では「他者受容」と称する。 









(4) Shopping Enjoyment: 本研究では「買い物の楽しさ」と称する。 
消費者は買い物によってエンターテイメント性や感情的なベネフィットを享受できる
(Babin et al., 1994)。買い物によって喜びや興奮を得ようとする消費者の性質はチャネル利用








(5) Time Pressure: 本研究では「多忙感」と称する。 
この変数は消費者の時間的リソースの乏しさを表すものであり，乏しい人はより計画的に




(6) Price Consciousness: 本研究では「適正価格への志向性」と称する。 
Konus et al. (2008)は，“Price Consciousness”をなるべく安い価格で支払うことに対する消費
者性向を表す概念として用いている。また，変数操作の出典である Lichtenstein, Netemyer, & 







続いて，Konus et al. (2008)のスキームを援用したマルチチャネルでのセグメンテーション
研究(Wang et al., 2014; Keyser et al., 2015; Sands et al., 2016)について知見を整理していく。表



















Sands et al. (2016)も Keyser et al. (2015)と同様にリサーチショッパー・セグメントを抽出し
ている。特に，Sands et al. (2016)の研究の特徴として，メディア接点をより精緻化してモバイ
ルとソーシャルメディアの観点を含む形で拡張を行っていることが挙げられる。彼らは，リ
サーチショッパーやマルチチャネル愛好家の中にはモバイルやソーシャルメディア利用の個
人差があり，それによるサブグループが存在することを指摘している。特に，Konus et al. 
(2008)がマルチチャネル愛好家の特徴として挙げた，新商品・未経験品のトライアル性向に










ていくことがモバイル・マーケティング研究の文脈では重要とされている(Strom et al., 2014)。 
本研究ではこれに着目し，デバイス特性を考慮した改善を検討していきたい。 
 






来課題として，研究知見の実行動結果による追証の問題がある。Konus et al. (2008)および
Wang et al. (2015)は質問調査の回答に依拠するだけでなく，実行動データで検証を行うことに
よって知見の一般化を行うことが必要だと述べている。 
これに応じて，本研究では実行動データによって本領域の消費者セグメンテーションを発
展させる必要性について 2 つの点により考えている。第 1 はチャネルの利用態度と実行動の
差である。マーケティング研究でよく用いられるコミュニケーションの階層性理論(Barry, 





が行われている(Abeele et al., 2013; Boase & Ling, 2013)。このような乖離がある場合，利用者
の傾向やコミュニケーション効果を誤って見積もる場合があることが知られている(Abeele 
et al., 2013)。 
先に述べたとおり，昨今のマルチチャネルでの消費者セグメンテーション研究はその範囲
対象カテゴリ セグメンテーション結果 主要な示唆











































Sands et al. (2016) 電化製品，服，旅行
5つのセグメント















いて異なる購買チャネルの組合せ効果を実証した研究が存在する(Avery et al., 2012; Fornari et 
al., 2016)。マーケティング・コミュニケーションの研究文脈においては，クーポンを各チャ
ネルに配布した時の効果を実行動データで捉えた研究が存在している(Chiou-Wei & Inman, 
























られた商品カテゴリを分析対象としているのに対して(Konus et al., 2008; Wang et al., 2014; 




   




























4.3.1  データ収集 
本研究では 2.4.3節で説明した株式会社インテージが運用する SCIおよび i-SSPのモバイル
調査，PC調査を用いる。本研究ではこれらが同一個人レベルで紐付いたデータを用いていく。
本研究における分析対象者は全国在住の男女 15-69 歳の個人 2,595 人，データ期間は 2016 年


























世帯年収を用いる。性別は男性を 1 とするダミー変数，未既婚は既婚者を 1 とするダミー変
数として扱う。年齢，収入はそれぞれカテゴリ変数として扱う。家族人数，子供人数，学歴・
修業年限は連続変数として扱う。表 4.3 にデモグラフィック変数の基本統計量を示した。 
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表 4.3 デモグラフィック変数の基本統計量 
 
注. 本分析対象者 2,595 人の集計結果である。 
家族人数，子供人数・学歴・修業年限は連続値のため，平均値を報告する。 
 
また，心理属性変数を作成するために，本研究では Konus et al.(2008)と同様の構成概念と
質問項目(表 4.4)を用意し，パネルモニターに対してアンケート調査を実施した。回答は 5 段
階のリッカート尺度(1=全くあてはまらない; 5=大変あてはまる)として得た。各構成概念につ
いて信頼性分析を行った結果，「他者受容」を除くすべての構成概念においてクロンバックの
α係数は 0.7 を上回っていた。「他者受容」のα係数は 0.63 であり，0.7 を下回っているが，
Konus et al. (2008)でも同様に「他者受容」は 0.64 であるが採用されているため，本研究でも
採用する。続いて，各構成概念の質問項目を対象にそれぞれにおいて主成分分析を行った。
表 4.4 に主成分(固有ベクトル)とクロンバックα係数の結果を示した。この分析で得た主成分












男性 55.4%  既婚 66.7%
女性 44.6%  未婚 33.3%
年齢
 15-24歳 4.7%  400万円未満 25.7%
 25-34歳 20.6%  400万円以上550万円未満 20.6%
 35-44歳 30.6%  550万円以上700万円未満 17.7%
 45-54歳 27.6%  700万円以上900万円未満 16.9%






表 4.4 主成分分析および信頼性分析の結果 
 
注. 本分析対象者 2,595 人の結果である。表中の値は主成分(固有ベクトル)とクロンバックのα係数である。 
 
 






されている(Gupta & Chintagunta, 1994; Bhatnagar & Ghose, 2004; Konus et al., 2008)。本研究で
は分析ソフトウェアには Latent GOLD 5.1 を使用した(Vermunt, 2010; Vermunt & Magidson, 
2013)。本研究で用いる購買チャネル利用日数は離散値をとり，メディア利用時間は連続値を
とる。購買チャネル利用日数のよう観測期間内にある事象が生起する回数を扱う場合にはポ
アソン分布が採用されることがある(阿部・近藤, 2005)。そのため，本研究では，𝑔1, 𝑔2 にポ
アソン分布，𝑔3, 𝑔4, 𝑔5 に正規分布を設定した混合分布を採用する。なお，潜在クラスモデル
では，式 4.3 で示すようにセグメント所属確率𝜋𝑚の和は 1 になる。 
 






𝑝(𝑠𝑖 = 𝑚|𝑧𝑖) (4.1) 


























































c={1:実店舗購買, 2:オンライン購買, 3:モバイル利用, 4:PC 利用, 5:ソーシャルメデ
ィア利用} 
𝑠𝑖 消費者𝑖の属するセグメント(1,2,…,K)へのインディケータ 
 𝑧𝑖 消費者𝑖の説明変数ベクトル。デモグラフィック変数，心理属性変数 
𝑓(𝑈𝑖𝑐| 𝑧𝑖) 説明変数𝑧𝑖が与えられた下での消費者𝑖のチャネルcに対する効用の確率分布 
𝑔𝑐(𝑈𝑖𝑐| 𝑧𝑖 , 𝑠𝑖) 説明変数𝑧𝑖とセグメント𝑠𝑖が与えられた下での消費者𝑖のチャネルcに対する効用の
確率分布 









 また，本研究ではセグメント数の決定に際し，情報量規準 AIC(Akaike Information Criterion)，
BIC(Bayesian Information Criterion)，CAIC(Consistent Akaike Information Criterion: Bozdogan, 
1987)を用いる。L を最大尤度，k をモデルのパラメータ数，Nをサンプルサイズとしたとき，





4.4.1  セグメンテーション結果 
表 4.5 にモデル選択結果を示した。結果として，7 セグメントモデルにおいて，BIC および
CAIC が最小になるという結果が得られた。一方，AIC が最小になったのは 9 セグメントモ
デルであった。潜在クラスクラスタ分析を用いた先行研究では，AIC はセグメント数を過大
に評価する傾向にあり，AIC に比べて BIC がより効果的であることが報告されている
(Vermunt & Magidson, 2013; Collins & Lanza, 2009; Provencher & Bishop, 2004)。それゆえ，本研













セグメント 1-4 は実店舗をよく使う店舗重視者である。セグメント 1 および 2 はメディア利
用が全体平均より低い「非デジタル」な消費者である。本研究ではセグメント 1 を実店舗重
視/非デジタル消費者(21.3%)，セグメント 2 を実店舗重視ライト/非デジタル消費者(19.0%)と






セグメント 6 および 7 は実店舗とオンラインの双方で購買を行うマルチチャネル愛好家であ
る。セグメント 6 のオンライン購買頻度は全てのセグメントで最も高く，全体平均の 6 倍を
超えている。この人たちのメディア利用は，モバイルとソーシャルメディアは全体平均より
低いが，PC は全体平均よりも高い結果であった。本研究ではセグメント 6 をオンライン重視
マルチチャネル愛好/PC型消費者(6.5%)と名付けた。セグメント 7 は実店舗の利用頻度が全体





セグメント数 対数尤度 AIC BIC CAIC
Model 1 1 -5588.7 11205.4 11287.5 11301.5
Model 2 2 -5056.1 10184.2 10395.3 10431.3
Model 3 3 -4676.6 9469.1 9809.1 9867.1
Model 4 4 -4393.8 8947.5 9416.4 9496.4
Model 5 5 -4185.4 8574.9 9172.8 9274.8
Model 6 6 -4061.6 8371.1 9097.9 9221.9
Model 7 7 -3957.7 8207.5 9063.2 9209.2
Model 8 8 -3894.3 8124.5 9109.2 9277.2
Model 9 9 -3858.2 8096.5 9210.1 9400.1
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表 4.6 セグメントプロファイル 
 
 
注. 本表は本研究の分析対象者 2,595 人の結果である。 
本表内の値は，購買チャネルでは 6 ヶ月の分析期間中の総購買日数，メディア接点では分析期間中の日当た 
り平均利用分数を用いている。全体平均より高い値を太字で示す。  
 
表 4.7  セグメント名称 
 
 
続いて，セグメント構成比について議論する。Konus et al. (2008)の研究におけるセグメン






を指す EC 化率は，食品で 2%，日用雑貨品で 4%と，家電の 28%，衣類の 9%，書籍の 22%
に比べて低い水準にあるという結果が出ている。食品・日用雑貨品は日々消費する財である
ために，先行研究での専門品の結果に比べて，店舗重視者が多く，マルチチャネル愛好家が
少ないという結果には妥当性がある。また，Sands et al. (2016)が識別したリサーチショッパー
に相当するのがセグメント 3 および 4 である。これらセグメントの人たちはオンラインでの
情報収集が活発であるが，購買は実店舗で行う傾向にあった。 
 
4.4.2  説明変数の解釈 
表 4.8 に心理属性変数，デモグラフィック変数に関する推定結果を示した。この結果はそ
れぞれの説明変数がセグメント所属に与える影響を示している。大きい正の係数値はその説
セグメント1 セグメント2 セグメント3 セグメント4 セグメント5 セグメント6 セグメント7
21.3% 19.0% 15.7% 15.7% 15.4% 6.5% 6.4%
購買チャネル 実店舗 101.3 58.2 71.1 143.2 27.9 58.7 123.8 82.3
オンライン 1.1 0.9 0.7 0.4 0.8 16.5 11.8 2.5
メディア接点 モバイル 137.8 139.2 223.8 176.5 164.1 148.0 176.2 164.8
PC 55.5 46.7 130.5 102.0 80.3 90.2 99.5 81.8














表 4.8  パラメータ推定結果 
 



















セグメント1 セグメント2 セグメント3 セグメント4 セグメント5 セグメント6 セグメント7 Wald統計量 p値
定数項 0.427 0.837 -0.075 -0.818 -1.442 0.358 0.714 15.36 0.02
新商品・未経験品のトライアル性向 0.008 -0.082 -0.076 0.106 -0.189 0.013 0.220 22.44 0.00
ブランド・店舗のリピート性向 0.020 -0.067 -0.120 -0.025 -0.098 0.126 0.164 11.37 0.08
他者受容 0.014 -0.005 0.101 0.027 0.035 -0.009 -0.163 5.17 0.52
買い物の楽しさ 0.059 -0.061 -0.024 0.031 -0.095 -0.077 0.167 6.68 0.35
多忙感 0.034 0.041 -0.117 0.137 0.085 -0.078 -0.103 13.52 0.04
適正価格への志向性 0.018 -0.016 0.019 -0.141 -0.022 0.101 0.041 6.15 0.41
性別(男性=1) -0.171 0.164 -0.105 0.826 0.754 -0.998 -0.469 110.94 0.00
年齢
 15-24歳 -0.131 -0.003 1.163 -0.648 1.390 -0.110 -1.662 163.00 0.00
 25-34歳 -0.158 0.094 0.192 0.138 0.369 -0.538 -0.098
 35-44歳 -0.163 0.068 -0.130 0.094 -0.221 -0.018 0.370
 45-54歳 0.067 -0.142 -0.400 0.482 -0.809 0.152 0.650
 55-69歳 0.386 -0.018 -0.825 -0.066 -0.730 0.514 0.739
未既婚(既婚=1) 0.079 0.295 0.017 -0.277 0.111 -0.155 -0.070 9.59 0.14
家族人数 0.025 -0.008 -0.001 0.175 0.269 -0.271 -0.188 33.81 0.00
子供人数 0.198 0.011 0.103 -0.103 -0.154 0.130 -0.185 13.46 0.04
学歴・修業年限 0.003 -0.042 0.036 0.010 0.046 0.016 -0.069 6.98 0.32
世帯年収
 400万円未満 -0.013 0.039 0.221 0.161 0.014 -0.490 0.069 51.52 0.00
 400万円以上550万円未満 -0.016 0.118 -0.249 0.337 0.155 0.205 -0.550
 550万円以上700万円未満 0.115 0.060 0.007 -0.050 -0.018 0.081 -0.195
 700万円以上900万円未満 0.026 -0.097 0.105 -0.054 -0.112 -0.121 0.253
 900万円以上 -0.112 -0.119 -0.084 -0.394 -0.039 0.324 0.423
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商品・未経験品のトライアル性向はあるが時間に余裕がなく，適正価格への志向性が低い傾

















ではリサーチショッパーについて特徴的な 2 タイプが存在することを示唆した。1 つは「ソ
ーシャルメディアを活発に利用し，時間に余裕がある中で他者からの受容を求め，リピート
性向が低いタイプ(セグメント 3)」であり，もう 1 つは「マルチメディアを活発に使い，新商
品・未経験品のトライアル性向はあるが，時間に余裕がなく，適正価格への志向性が低いタ
イプ(セグメント 4)」である。 
 また，本研究ではマルチチャネル型の消費者についても特徴的な 2 タイプが存在すること
を示唆している。1 つは「オンライン購買を重視し，PC を比較的多く使い，適正な価格を求









メントの中で最も高いものの，オンラインと実店舗の合計の頻度は表 6 を見ると 75.2 と低い
ことがわかる。逆に，セグメント 7 のイノベータータイプのマルチチャネル型消費者はチャ
ネル間でシナジーが生じていることが推察できる。この人たちの合計チャネル利用頻度は









































































でみると，本研究で得られた 7 セグメントは購買チャネルの観点では Konus et al. (2008)と同
様に 3 つに類型された。より詳細には，4 つの店舗重視セグメント，1 つの無関心購買者セグ
メント，2 つのマルチチャネル愛好家セグメントである。また，メディア接点を考慮すれば, 
Sands et al. (2016)と類似して，本研究では 2 つのリサーチショッパー・セグメント(情報接触
はオンラインで行うが購買は実店舗で行う人たち)を特定した。さらに，マルチチャネル購買
者の特徴として，商品・未経験品のトライアル性向を有し，買い物への楽しみを求める性向
にある人たちの存在を確認したことは Konus et al. (2008)が挙げている示唆と整合し，この傾
向はモバイルを含むマルチメディアを活発に利用する人にあてはまることを示唆した点は






























 第 2 として，本研究では購買チャネルとメディア接点について実行動のみをデータとして































 まず，表 4.9 が変更した変数の主成分分析および信頼性分析の結果である。表 4.4 では「ブ
ランド・店舗のリピート性向」のクロンバックα係数が 0.74 であったのに対して，表 4.9 を
みると「ブランドのリピート性向」は 0.71，「店舗・買い方のリピート性向」は 0.65 であっ
た。また，表 4.4 における「他者受容」はα係数が 0.63 であったのに対して，表 4.9 におけ
る「他者受容(変更後)」は 0.58 であった。クロンバックのα係数は，項目数を𝑛として𝑖番目
の項目の値𝑋𝑖(𝑖 = 1,… , 𝑛)の分散𝑉𝑎𝑟(𝑋𝑖)，およびすべての項目の合計値𝑋 = ∑ 𝑋𝑖
𝑛
𝑖=1 の分散

















表 4.9 変更した変数の主成分分析および信頼性分析の結果 
 
注. 本分析対象者 2,595 人の結果である。表中の値は主成分(固有ベクトル)とクロンバックのα係数である。 
 
 次に，変更した変数を用いて，表 4.8 の分析と同様に，セグメント所属に対する各変数の
影響度を評価する検証を行った。ここでは，表 4.6 で示した 7 つのセグメントは変更せず，「ブ
ランドのリピート性向」，「店舗・買い方のリピート性向」「他者受容(変更後)」という 3 つの
変数のみを変更して，潜在クラスクラスタ分析を行った。表 4.10 にその結果を示した。 
 
表 4.10 変更した変数を用いたパラメータ推定結果 
 




性向」は変数全体の有意性でみると，p 値は 0.12 であり，表 4.8 で示した「ブランド・店舗




















変更対象 セグメント1 セグメント2 セグメント3 セグメント4 セグメント5 セグメント6 セグメント7 Wald統計量 p値
定数項 0.426 0.858 -0.065 -0.800 -1.411 0.349 0.642 15.05 0.02
新商品・未経験品のトライアル性向 0.011 -0.076 -0.067 0.109 -0.199 0.012 0.209 22.33 0.00
✓ ブランドのリピート性向 0.006 -0.079 -0.154 -0.030 -0.012 0.140 0.128 10.00 0.12
✓ 店舗・買い方のリピート性向 0.017 -0.005 -0.025 0.008 -0.018 0.043 0.105 3.29 0.77
✓ 他者受容 (変更後) 0.011 0.016 0.088 0.002 0.011 -0.065 -0.063 2.55 0.86
買い物の楽しさ 0.058 -0.068 -0.019 0.030 -0.095 -0.074 0.168 6.73 0.35
多忙感 0.035 0.036 -0.112 0.141 0.088 -0.071 -0.116 13.59 0.04
適正価格への志向性 0.019 -0.027 -0.001 -0.137 0.004 0.123 0.019 6.02 0.42
性別(男性=1) -0.166 0.176 -0.087 0.830 0.732 -0.992 -0.464 108.66 0.00
年齢
 15-24歳 -0.145 -0.007 1.132 -0.657 1.375 -0.111 -1.588 162.82 0.00
 25-34歳 -0.151 0.102 0.189 0.144 0.374 -0.532 -0.125
 35-44歳 -0.161 0.069 -0.102 0.098 -0.219 -0.018 0.333
 45-54歳 0.070 -0.140 -0.395 0.483 -0.806 0.155 0.633
 55-69歳 0.387 -0.025 -0.824 -0.068 -0.725 0.507 0.747
未既婚(既婚=1) 0.077 0.290 -0.002 -0.284 0.108 -0.153 -0.036 9.49 0.15
家族人数 0.027 -0.008 0.010 0.176 0.267 -0.266 -0.206 33.74 0.00
子供人数 0.196 0.011 0.086 -0.107 -0.154 0.124 -0.155 12.62 0.05
学歴・修業年限 0.002 -0.043 0.033 0.008 0.045 0.017 -0.061 6.52 0.37
世帯年収
 400万円未満 -0.014 0.039 0.225 0.160 0.019 -0.490 0.061 51.23 0.00
 400万円以上550万円未満 -0.017 0.113 -0.256 0.335 0.153 0.200 -0.529
 550万円以上700万円未満 0.112 0.050 -0.003 -0.050 -0.018 0.091 -0.183
 700万円以上900万円未満 0.032 -0.089 0.125 -0.052 -0.112 -0.123 0.220
 900万円以上 -0.114 -0.114 -0.091 -0.394 -0.042 0.322 0.431
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推察できる。続いて，「店舗・買い方のリピート性向」をみると，変数全体の p 値は 0.77 で
あり，有意にならなかった。また，各セグメントの係数として，セグメント 7 では 0.105 で
あり，元の変数である「ブランド・店舗のリピート性向」と同様に正に影響することが示唆
された。一方，元の変数である「ブランド・店舗のリピート性向」で特徴が表れたセグメン
ト 6，セグメント 3 は，「ブランド・店舗のリピート性向」と正負の符号は一致するものの，
係数は小さい結果であった。 
 「他者受容」については，変数操作の変更後，全体の p 値は 0.77 であり，変更前の p 値 0.52
と同様に有意になっていない。また，表 4.8 の変更前の結果をみると，セグメント 3 の係数
が 0.101，セグメント 7 が－0.163 であったが，表 4.10 の変更後をみると，セグメント 3 の係
数が 0.088，セグメント 7 が－0.063 と正負の符号は同じだが，係数は小さい結果であった。 
 以上より，本節では心理属性操作の妥当性を優先した改善を試みたが，信頼性とセグメン


















































さらに，そのモデルに潜在クラスを導入した混合隠れマルコフモデル (Mixture Latent (or 







5.2.1  マルチチャネル選択行動のモデル化 
2.2 節で述べたようにマルチチャネルを扱う研究は様々な文脈で進められているが，それら




いる。よく用いられる手法には，ロジットモデル(Chu et al., 2008; Chu et al., 2010; Melis et al., 
2015)や回帰モデル(Chintagunta et al., 2012)がある。また，チャネル選択だけでなく，購買生
起や購買量まで捉えることに関心がある場合，その一連のプロセスをモデル化するために
Amemiya (1984)の Type II Tobit Model や Heckman (1979)の Sample Selection Model が用いられ























されている(Montgomery, Li, Srinivasan & Liechty, 2004; Du & Kamakura, 2006; Netzer, Lattin & 























5.2.2  チャネル選択に関わる諸要因 





ことが望ましい(Zucchini, MacDonald & Langrock, 2016)。 















5.2.3  本研究の課題 
 既存研究を整理すると，マルチチャネル選択行動のモデル化の課題は二つに集約できる。 
第 1 に，EC 市場の発達に伴い，消費者の選好も変化する中で，その変化を捉えるモデル
を構築することである。本研究では混合隠れマルコフモデルを用いて一度オンラインで購買
した消費者(初回オンライン購買者)のチャネル選択を捉えていく。初回オンライン購買者を
対象にしたチャネル選択分析には Melis et al. (2015)など一部の例があるが，消費者選好の変
化を捉えたものではない。また，モデル的アプローチが有効だと考えられる日用品や食品と
いった頻繁に購買され，購入形態が混在しやすいカテゴリを対象として扱う。 



















Noble, et al. (2005); Verhoef et al. (2007); Konus et al. (2008);
Chu et al. (2010); Breugelmans & Campo (2016);
Fassnacht & Unterhuber (2016); Cavallo (2017)
利便性
✔
Verhoef & Langerak (2001); Nicholson et al. (2002);
Chinagunta et al. (2012); Melis et al. (2016)
アクセス性
✔
Kumar & Venkatesan (2005); Briesch et al. (2009);
Campo & Breugelmans (2015); Chintagunta et al. (2012);
Pozzi (2013); Melis et al. (2016)
取引コスト・品揃え ✔ Chintagunta et al. (2012)
チャネル品質・リスク認知 ✔ Bhatnagar & Ghose (2004); Campo & Breugelmans (2016)




Knox (2005); Ansari et al. (2008); Valentini et al. (2011);
Chang & Zhang (2016)
メッセージの内容 ✔ Montaguti et al. (2015)
社会的影響 社会的規範
✔
Nicholson et al. (2002); Keen et al. (2004); Verhoef et al. (2005);
Verhoef et al. (2007)
チャネル統合 チャネル間のシナジー ✔ Burke (2002); Motoya-Weiss et al. (2003); Avery et al. (2007)
購買プロセス
✔
Kim & Park (2005);Verhoef et al. (2007); Konus et al. (2008);
Sands et al. (2016)
状況要因 物理条件や時事条件 ✔ Chinagunta et al. (2012)
個人差 過去の購買経験 ✔ Valentini et al. (2011); Rose et al. (2012); Melis et al. (2015);
デモグラフィック属性
✔
Falk et al. (2007); Konus et al. (2008); Chu et al. (2010);
Valentini et al. (2011) Chinagunta et al. (2012); Sands et al. (2016)
心理属性
✔
Ailawadi et al. (2001); Konus et al. (2008); Wang et al. (2014);









本研究では 2015 年 7 月～2017 年 6 月の 24 ヶ月のデータを得た。初回オンライン購買者を
分析したMelis et al. (2015)を参考に，このデータを初期化期間(2015年 7月～12月の 6ヶ月)，
推定期間(2016年 1月～2017年 3月の 15ヶ月)，検証期間(2017年 4月～2017年 6月の 3ヶ月)
に区切って使用する。まず，初期化期間は初回オンライン購買者を識別するための期間であ
る。本研究では初期化期間のうち，一度もオンライン購買をしていない人を初回オンライン

























表 5.2  対象者選定ファネル 
 
注. 本表は該当期間の SCI データにおけるヘアケアカテゴリ購買者 29,299 人から，Melis et al. (2015)および猪狩・
星野(2016)の条件を参考に初回オンライン購買者を識別するプロセスを表している。 





5.4.1  モデル定義 
本節では分析に用いる混合隠れマルコフモデルを紹介する。𝑦𝑖𝑡を消費者𝑖 (𝑖 = 1,… , 𝑁)の𝑡回
目の購買機会(𝑡 = 1,… , 𝑇𝑖  ) におけるチャネル選択試行(確率変数𝑌𝑖𝑡)の実現値とする。オフラ
インを選択した場合，𝑦𝑖𝑡 = 0，オンラインを選択した場合𝑦𝑖𝑡 = 1とする。隠れマルコフモデル
では消費者の選択の背後に離散的な潜在状態 𝑍𝑖𝑡  (𝑍𝑖𝑡 = 𝑘𝑡), 𝑘𝑡 = 1,… , 𝐾を仮定する。各消費者の
潜在状態は 1 次のマルコフ過程の仮定に従って動的に変化する。これにより消費者の選好変
化を捉えることが可能になる。潜在状態は直前の状態にのみ依存し，それ以前の状態変化か


















　  オンライン購買割合 43.9% 38.5%














𝑃(𝑌𝑖1 = 𝑦𝑖1 , ⋯ , 𝑌𝑖𝑇𝑖 = 𝑦𝑖𝑇𝑖) 


















× ∏𝑃(𝑍𝑖𝑡 = 𝑘𝑡|𝑍𝑖𝑡−1 = 𝑘𝑡−1,𝑊𝑖 = 𝑙)
𝑇𝑖
𝑡=2























  𝑃(𝑌𝑖𝑡 = 0|𝑍𝑖𝑡 = 𝑘𝑡 ,𝑊𝑖 = 𝑙) = 1 − 𝑝𝑘𝑙




𝑃(𝑊𝑖 = 𝑙) =  
𝑒𝑥𝑝(𝛾𝑙0 + 𝒅𝑖
′𝜸𝑙)





ここで，𝜸𝑙は係数ベクトル，𝛾𝑙0は定数項である。ロジットモデルの識別性のため，𝛾𝑙0 = 0, 𝜸𝑙 = 𝟎 
という制約をおく。また，0 < 𝑃(𝑊𝑖 = 𝑙) < 1, ∑ 𝑃(𝑊𝑖 = 𝑙) = 1𝐿𝑙=1 である。 
また，購買機会𝑡 − 1回目から𝑡回目の潜在状態の変化は，個人𝑖がもつ状態遷移確率の行列(遷
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移確率行列)𝑄(𝑍𝑖𝑡 , 𝑍𝑖𝑡−1)に従って発生すると仮定し，式(5.5)で表現する。その要素𝑞𝑖ℎ, 𝑓 =
𝑃(𝑍𝑖𝑡 = 𝑓|𝑍𝑖𝑡−1 = ℎ)は𝑡 − 1回目の状態ℎから t 回目の状態𝑓への遷移確率を表す。 





遷移確率行列は潜在状態の数𝐾によりK × K の形式をとる。ただし，∑ 𝑞𝑖ℎ, 𝑓 = 1𝐾𝑓=1 ， 0 ≤ 𝑞𝑖ℎ, 𝑓 ≤
1である。本研究では状態の遷移が起きた場合(すなわち， h ≠ f )の確率を，購買機会𝑡に依存
する説明変数𝒙𝑖𝑡を用いた遷移ロジットモデル（transition logit model）により式(5.6)で表現す
る。状態の遷移が起きない場合(すなわち， ℎ = 𝑓 )は 0 に固定する。 
𝑙𝑜𝑔
𝑃(𝑍𝑖𝑡 = 𝑓|𝑍𝑖𝑡−1 = ℎ,𝑊𝑖 = 𝑙 , 𝒙𝑖𝑡)
𝑃(𝑍𝑖𝑡 = ℎ|𝑍𝑖𝑡−1 = ℎ,𝑊𝑖 = 𝑙 , 𝒙𝑖𝑡)
= {
𝜃𝑙ℎ𝑓0 + 𝒙𝑖𝑡
′𝜽𝑙ℎ𝑓                  𝑓𝑜𝑟  ℎ ≠ 𝑓




初期状態確率 𝑃(𝑍𝑖1 = 𝑘1|𝑊𝑖 = 𝑙) = 𝝅𝑖は，消費者 𝑖の K 次元ベクトルによって𝝅𝑖 =
(πi1, πi2, ⋯ , πiK)
'と表せる。本研究の場合，遷移確率行列に時間によって変化する説明変数𝒙𝑖𝑡を
組みこんでいるため，遷移確率行列に定常分布の存在を常に仮定することができない。そこ








くの先行研究で用いられており，本研究でも同様の規準を採用する(Chang & Zhang, 2016; Li 
et al., 2011; Du & Kamakura, 2006)。これらの議論によって消費者間での違い(潜在クラス)を区
別すべきか，消費者内での違い(潜在状態)を区別すべきかを判断することが可能になる。潜
在クラス，潜在状態を共に 1 にした場合は，𝑦𝑖𝑡を目的変数，𝒙𝑖𝑡を説明変数としたロジスティ
ック回帰モデルに相当する。潜在状態が 1 の場合は，潜在クラスモデル(Gupta & Chintagunta, 
1994)に相当する。潜在クラス数が 1 の場合は，隠れマルコフモデルに相当する。  
 





る場合が多い(猪狩・星野, 2016)。本研究では，性別(男性を 1 とするダミー変数)，年齢(連続
変数)，家族人数(連続変数)，子供有無(17 歳以下の子供がいる場合 1, そうでない場合 0)，職




関する要因と購買シーンに関する要因に分ける。表 5.4 にその定義を示した。 
購買経験には Chang & Zhang (2016)と同様の定義を採用し，本研究の分析対象であるヘア
ケアカテゴリのオンライン購入金額の𝑡 − 1期までの累積和を用いる。購買経験を扱った先行
研究(Falk et al., 2007; Chang, 2012; Melis et al., 2015; Chang & Zhang, 2016)に基づけば，当該カ
テゴリのオンライン購買経験の増加は，消費者のオンライン選択に影響を与えることが予想
される。その一方で，当該カテゴリの経験だけでなく，消費者の購買習慣が全般的にオンラ








ている場合，オンラインでの購入につながりやすい(Chu et al., 2008; Fassnacht & Unterhuber, 
2016)。本研究では𝑡期に購買された商品の値引率を用いることによって，値引きの大きさと
チャネル選択の関係を捉えていく。第 2，第 3 は価格帯である。洋服などの高価格な商品に
比べ，日用消費財は低価格であるがゆえに，オンライン購買にかかる余剰コスト（e.g., 配送























5.5.1  モデル選択 





表 5.5 モデル選択結果 
 














クラス数 状態数 対数尤度 BIC
ヒットレート
(検証期間)
Logistic Regression 1 1 -7021.2 14107.1 78.9%
2 1 -6478.8 13130.3 83.7%
3 1 -6344.5 12969.6 85.6%
4 1 -6298.7 12985.9 85.9%
1 2 -6265.9 12661.3 87.2%
1 3 -6221.5 12831.5 86.8%
1 4 -6223.3 13223.5 86.1%
2 2 -5837.7 11977.5 89.8%
3 2 -5739.6 11954.1 90.3%
Mixture HMM 4 2 -5689.2 12025.9 90.1%
(提案モデル) 2 3 -5753.6 12327.4 89.6%








ちであることがわかる。2 番目に比率が高いセグメント 2 (35.1%)はオンライン購買割合が
20.8%，オフライン購買割合が 79.2%とオフライン復帰傾向をもつ人たちである。最も比率が





購買後，セグメント 1 はチャネル・スイッチを繰り返していること，セグメント 2 はオフラ
イン購買に戻っていくこと，セグメント 3 はオンライン購買を続けることがわかる。 
表 5.7 に潜在クラスのパラメータ𝛾𝑙の推定結果を示した。セグメント 1 を基準群とした場




表 5.6  セグメントの記述統計 
 
セグメント1 セグメント2 セグメント3 全体
セグメント概要 特徴 スイッチャー オフライン復帰型 オンライン継続型
人数 516 467 349 1332
38.7% 35.1% 26.2% 100.0%
オンライン購買割合 45.0% 20.8% 78.3% 43.9%
オフライン購買割合 55.0% 79.2% 21.7% 56.1%
デモグラフィック集計 性別（男性＝１） 0.09 0.06 0.22 0.11
年齢 42.99 44.67 42.69 43.56
家族人数 3.08 3.06 2.94 3.04
子供有無 0.45 0.34 0.39 0.39
フルタイム就業 0.32 0.35 0.34 0.34
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図 5.1 購買機会とチャネル選択比率のプロファイリング 
注. 本図の分析は表 5.6 に示した各セグメントの対象者に対して実施している。 
横軸は購買機会，縦軸はオンライン購買割合である。なお，初回購買機会は分析の設定上 1となる。 
表 5.7  潜在クラスのパラメータ推定結果 
 
注. 本表の分析は表 5.6 に示した各セグメントの対象者に対して実施している。 
 




確率}は，{97.8%，2.2%}であり，状態 2 にいる時は{0.1%, 99.9%}であった。すなわち，状態
1 はオフラインを選択しやすい状態を表すのに対して，状態 2 はオンラインを選択しやすい
状態を表している。この傾向は各セグメントでも同様であり，状態 1 にいる時，セグメント
1 では{98.3%, 1.7%}，セグメント 2 では{97.1%, 2.9%}, セグメント 3 では{99.6%, 0.4%}，状
態 2 にいる時，セグメント 1 では{0.2%, 99.8%}，セグメント 2 では{0.1%, 99.9%}, セグメン




－𝑝𝑘𝑙は測定誤差(measurement error)として捉えることができる。Van de Pol & Leeuw (1986)に
よれば，社会科学分野のような測定誤差を伴う分析対象では，測定誤差を許容しないマルコ
セグメント1
係数 標準誤差 p値 係数 標準誤差 p値
定数項 - γ21 -0.365 0.510 0.47 γ31 0.346 0.490 0.48
性別(男性=1) - γ22 -0.348 0.343 0.31 γ32 1.069 0.280 0.00 **
年齢 - γ23 0.003 0.009 0.70 γ33 -0.011 0.009 0.22
家族人数 - γ24 0.095 0.088 0.28 γ34 -0.095 0.096 0.32
子供有無 - γ25 -0.498 0.226 0.03 ** γ35 -0.100 0.238 0.67
職業(フルタイム) - γ26 0.054 0.203 0.79 γ36 -0.308 0.222 0.17
セグメント3セグメント2
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フモデル(本研究の場合𝑃(𝑌𝑖𝑡 = 𝑦𝑖𝑡|𝑍𝑖𝑡 = 𝑘𝑡 ,𝑊𝑖 = 𝑙) = 1を仮定したモデル)に比べ，隠れマルコ
フモデルは測定誤差を許容できる点に優位性があることが示唆されている。付録 B.1に本研
究の提案モデルとマルコフモデルを比較した結果を記載した。本研究でもVan de Pol & Leeuw 
(1986)の示唆と同様に，隠れマルコフモデルの優位性が確認された。 
 表 5.8 に，𝑡 − 1期の購買機会から𝑡期に遷移するにつれて，状態がどの程度変化しているか
を表す状態遷移行列を示した。これにより，各セグメントの状態の固定しやすさを解釈する
ことができる。初回オンライン購買以降，inactive 状態へ固定しやすいのがセグメント 2 であ
り，active 状態へ固定しやすいのがセグメント 3 である。この結果は，後述する遷移行列の
パラメータの定数項𝜃𝑙ℎ𝑓0にも表れている。 
 
表 5.8  t 期，t-1 期の状態遷移行列 
 









t期 全体 inactive 77.5% 44.0%
active 22.5% 56.0%
セグメント1 inactive 66.9% 55.0%
active 33.1% 45.0%
セグメント2 inactive 91.2% 80.4%
active 8.8% 19.6%
セグメント3 inactive 38.6% 20.1%
active 61.4% 79.9%
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表 5.9  遷移確率行列のパラメータ推定結果 
 





ている。また，日用消費財の経験は active 状態のままとどまる(active 状態→inactive 状態に対
して負に有意)傾向が見られた。一方で，スイッチャーでは日用消費財全般のオンライン購買
経験が蓄積されるほど active 状態に遷移しやすくなるが，カテゴリの経験は逆に inactive 状
態への遷移に影響している。 
オフライン復帰型およびオンライン継続型において，カテゴリのオンラインチャネル利用

















定数項 -1.047 ** 0.373 -4.299 ** 3.776 ** 0.763 -0.786 **
カテゴリのオンライン購買経験 -5.903 ** 5.349 ** 9.164 ** -5.637 ** 5.567 ** -1.676
日用消費財全般のオンライン購買経験 0.678 ** -0.770 ** 0.047 -0.135 0.036 -0.289 **
値引率 -4.279 ** 4.971 ** -1.008 * 3.080 ** -1.268 * 1.277 **
高価格 3.303 ** -2.870 ** 4.103 ** -6.314 ** -1.175 ** -0.507 **
低価格 -8.221 ** 8.246 ** -2.359 1.199 -1.952 ** 1.840 **
まとめ買い 1.493 ** -1.718 ** 0.290 ** -0.541 ** 0.357 ** -0.702 **
マイナーブランド 1.669 ** -1.496 ** -1.160 ** 3.067 ** 0.714 ** -0.517 **
休日 -0.447 ** 0.565 ** -0.510 ** 0.377 -0.155 -0.215















































































 先行研究では，値引き率が高いほどオンラインで購入しやすくなること(Chu et al., 2008; 
Fassnacht & Unterhuber, 2016)，低価格な商品を買う時ほど実店舗で購入しやすくなること
(Chintagunta et al., 2012; Melis et al., 2015)，まとめ買いをする時ほど，オンラインで購入しや












ほどオンラインで購入しやすくなること(Chintagunta et al., 2012; Melis et al., 2015)や時間に余
裕がある休日は実店舗購買がされやすくなるが，平日はオンライン購買がされやすくなるこ








商品やロングテイル商品を取り揃えて販売できることにある(Verhoef et. al., 2015)。逆に，弱
みは実際の商品を手にとって確認ができないため，届いた商品が傷ついていることや消費者
自身が想像していたものと実物が異なることが起こりうる(Campo & Breugelmans, 2016)。こ
うした要因が背景として推察できるが，本研究ではリスク認知については明示的に扱ってい
ないため，この実証については今後の課題としていく。 







品揃えの豊富さ(Verhoef et. al., 2015)と弱みである実物が確認できないことによる消費者の期


















付録 B.1 マルコフモデルとの比較 
本研究では購買チャネル数と潜在状態数が一致する隠れマルコフモデルが採用されたが，
その妥当性を検証するため，チャネル選択を顕在変数としたマルコフモデルとの比較を行っ




たが，提案モデルの方が優れる結果であった。それゆえ，本研究では Van de Pol & Leeuw (1986)
の示唆と同様に隠れマルコフモデルを支持する。 
 
表 5.10 マルコフモデルとの比較 
 
注. 本表の分析は表 5.3 に示した 1,332 人の推定期間データおよび検証期間データに対して実施している。 
 本表における対数尤度，BIC は推定期間データ，ヒットレートは検証期間データより算出している。 
 
 
付録 B.2 本研究の分析対象者の属性 
 本研究における分析対象者は，表 5.2 に示した抽出を行っている。具体的には，推定期間にカ




目的で猪狩・星野(2016)を参考にしており，(2) 初回オンライン購買者の識別方法においては Melis 












マルコフモデル 1 -6422.2 12909.1 85.5%
2 -6051.1 12274.9 87.9%
3 -5989.3 12259.2 88.2%
4 -5938.4 12265.3 88.0%




 表 5.11 がその結果である。また，参考までに表 5.6 におけるセグメント 3 である初回オンライ
ン購買後オンラインを継続する人たち(349 人)の属性集計結果を記載した。この結果をみると，分
析対象者は比較群に比べて，各属性で極端な偏りを有しているわけではないと本研究では解釈を















人数 1332 5519 349
性別(男性=1) 0.11 0.14 0.22*
年齢 43.56 42.99 42.69
家族人数 3.04 2.92 2.94
子供有無 0.39 0.36 0.39
フルタイム就業 0.34 0.36 0.34
学歴・修業年限 14.31 14.34 14.25
世帯年収
  400万円未満 21.8% 22.2% 21.1%
  400万円以上550万円未満 18.8% 19.0% 19.1%
  550万円以上700万円未満 19.4% 19.8% 19.5%
  700万円以上900万円未満 19.4% 18.5% 19.0%



































離散変数を用いた潜在成長曲線モデル(Latent Growth Curve Model, Mehta, Neale & Flay, 2004; 










れる(Chu et al., 2010; Chintagunta et al., 2012)。また，Kumar & Venkatesan (2005)では消費者が
利用するチャネル数を順序ロジットモデルで捉えている。さらに，それらの拡張として，購
買生起とその中でのチャネル選択や購買量を段階的に捉えた Type II Tobit Model や Sample 




べた通りである。代表的な研究として，Konus et al. (2008)は，情報接触時と購買時のチャネ
ル利用態度から消費者をセグメンテーションし，そこに寄与する心理属性について潜在クラ
ス多項ロジットモデルを用いて明らかにしている。また，本研究の第 4 章もこの研究文脈に











スに焦点をあてた研究がある。Valentini et al. (2011)はオンライン購買のトライアルおよびリ
ピート段階を仮定し，各段階を組合せた形でモデル推定することによって，購買機会を重ね
る度に段階が移行する様子を捉えている。その結果，消費者のチャネル選好は経験と共に進



















ン購買の多さの間には正の関係があることが知られている (Verhoef & Langerak, 2001; 
Chintagunta et al., 2012; Melis et al., 2016)。その際，日用消費財のような生活必需品の購買では，
消費者が購買に割ける時間的余裕を，購買頻度を用いて操作化する場合がある(Degeratu et al., 
2000)。Melis et al. (2016)は日用消費財の購買頻度が多い人ほど時間に余裕があり，結果とし
てオンライン購買が少なくなる傾向を示唆している。それ以外の指標として，休日の購買の












(Campo & Breugelmans, 2016)。 
また，価格感度もオンライン購買に影響を与える。消費者は各チャネルの価格に対して適
正な知覚価値を有している(Verhoef et al., 2007)。価格の安さはオンラインで商品を購買する
動機になり，オンライン価格が店頭価格に比べて大きく値引きされている場合，オンライン






6.2.3  オンライン購買とデバイスの役割 
前節で挙げた消費者特性以外に，デバイス利用環境が変化していることも見逃せない観点
である。特に，近年急速に普及が進むモバイルデバイスがチャネル利用行動に与える影響を
捉えていくことは本領域の重要なリサーチトピックになっている(Verhoef et al., 2015; 奥谷, 
2016)。 
オンライン購買とデバイスの関係について直近でいくつかの研究が登場している。Haan et 
















6.2.4  本研究の課題 
以上のレビューに基づき，本研究では先行研究の課題として 3 点を挙げる。  
第 1 に消費者のオンライン購買の時系列変化に焦点あて，その要因を特定していくことで
ある。先行研究では採用期間や購買間隔といった時間(Venkatesan et al., 2007; 猪狩・星野, 


















本研究では 2.4.3節で説明した株式会社インテージが運用する SCIおよび i-SSPのモバイ
ル調査，PC 調査を用いる。本研究で用いるデータの期間は 2015 年 1 月 1 日から 2016 年 12
月 31 日までの 2 年間とする。本研究では i-SSP モニターのうち，購買・モバイル・PC 調査







i-SSP のモバイル・PC 調査から，本研究では EC サイト・アプリの接触ログデータを分析に
使用する。なお，簡略化のため，以下ではアプリ接触も含めて「EC サイト」と記述する。
対象とする EC サイトは，Amazon，楽天，LOHACO，Yahoo!ショッピングおよび主要ネット













課題定義は Kumar & Venkatesan (2005)が行ったチャネル数のモデル化に近いものとして位置
づけられる。なお，後述する時間依存型の独立変数の定義上，2 年間の分析期間のうち四半
期毎の 8 期において，最初の 1 期は変数作成用の期間として利用し，残りの 7 期を従属変数
に用いていく。表 6.1 に従属変数の記述統計として各期でオンライン購買が有った分析対象
者の比率を示した。オンライン購買比率は 1 期から 7 期にかけて緩やかに増加傾向にあるこ





(1) 購買特性変数，(2) デモグラフィック特性変数，(3) デバイス毎の EC 利用時間変数に分
けられる。表 6.3 に記述統計を示した。 
 
表 6.1  各期のオンライン購買比率 
 
注. 本表の分析は全 1,785 人(推定用データ 1,250 人，検証用データ 535 人)を対象としている。 
 
表 6.2 オンライン購買有無の人数構成比 
 
注. 本表の分析は全 1,785 人(推定用データ 1,250 人，検証用データ 535 人)を対象としている。 
 
推定用データ 検証用データ
1期 2015年4-6月 0.313 0.311
2期 2015年7-9月 0.316 0.322
3期 2015年10-12月 0.336 0.323
4期 2016年1-3月 0.338 0.343
5期 2016年4-6月 0.345 0.344
6期 2016年7-9月 0.347 0.349
7期 2016年10-12月 0.358 0.353
推定用データ 2016年(4-7期計)
無 一度以上有
2015年度 無 46.0% 12.0%
(1-3期計) 一度以上有 1.9% 40.1%
検証用データ 2016年(4-7期計)
無 一度以上有
2015年 無 46.5% 10.8%
(1-3期計) 一度以上有 2.2% 40.4%
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4 つの変数を用いる。第 1 は利便性に関連した時間制約を表す変数である。消費者が購買
に割くことができる時間の余裕について購買頻度を用いて操作化した先行研究(Melis et al., 
2016; Degratu et al., 2000)に基づき，本研究では分析期間中の週当たり平均購買日数を変数と




平均 標準偏差 サンプルサイズ %
時間制約 3.506 1.528 性別
まとめ買い 5.031 2.966 　男性 639 51.1%
土日祝日購買割合 0.341 0.121 　女性 611 48.9%
価格感度 0.704 0.077 年齢
家族人数 3.046 1.348 　20-34歳 368 29.4%
子供人数 0.694 0.940 　35-49歳 609 48.7%
　50-69歳 273 21.8%
期あたりEC利用時間
PC 平均 標準偏差 モバイル 平均 標準偏差
2015年1-3月 7.473 15.759 2015年1-3月 2.071 5.286
2015年4-6月 7.665 15.178 2015年4-6月 2.083 4.860
2015年7-9月 7.359 14.240 2015年7-9月 2.566 6.035
2015年10-12月 8.040 15.144 2015年10-12月 2.847 7.144
2016年1-3月 7.467 13.449 2016年1-3月 2.987 7.761
2016年4-6月 8.609 15.620 2016年4-6月 2.679 6.329
2016年7-9月 8.330 16.910 2016年7-9月 2.706 9.297
検証用データ (n=535)
平均 標準偏差 サンプルサイズ %
時間制約 3.494 1.542 性別
まとめ買い 5.025 2.989 　男性 277 51.8%
土日祝日購買割合 0.346 0.124 　女性 258 48.2%
価格感度 0.703 0.076 年齢
家族人数 2.974 1.365 　20-34歳 150 28.0%
子供人数 0.669 0.949 　35-49歳 264 49.3%
　50-69歳 121 22.6%
期あたりEC利用時間
PC 平均 標準偏差 モバイル 平均 標準偏差
2015年1-3月 6.817 10.120 2015年1-3月 2.122 5.259
2015年4-6月 6.896 9.828 2015年4-6月 2.179 5.021
2015年7-9月 6.989 11.368 2015年7-9月 2.687 6.209
2015年10-12月 7.144 10.559 2015年10-12月 2.638 6.957
2016年1-3月 7.296 12.751 2016年1-3月 2.914 6.662
2016年4-6月 8.148 14.081 2016年4-6月 2.831 6.423
2016年7-9月 7.799 13.329 2016年7-9月 3.247 7.713
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これらの購買特性変数は 2015 年 4 月から 2016 年 12 月までのデータより作成した。 
 
(2) デモグラフィック特性変数 
4 つの変数を用いる。第 1 は性別であり，男性を 1 としたダミー変数とする。第 2 は年齢
であり，20~34 歳，35~49 歳，50~69 歳のカテゴリカル変数を用いる。20~34 歳を基準群とし





(3) デバイス毎の EC利用時間変数 
本研究では𝑡－1 期における PC 経由での EC 利用時間，モバイル経由での EC 利用時間(単
位：時)を累積和の形で LN(前期までの累積利用時間+1)と定義して操作化する。この変数は
前期までのデバイスの EC 利用経験の蓄積を表すものである。経験を累積和の形で利用した






















Neale & Flay, 2004; Masyn, Petras & Liu, 2014; Lee, Wickrama & O’Neal, 2018)。 
まず，時点𝑡 (𝑡 = 1,… ,7)における消費者 i (𝑖 = 1,… , N)のオンライン購買有無を𝑦𝑖𝑡とする。




大きい場合，𝑦𝑖𝑡 = 1，小さい場合，𝑦𝑖𝑡 = 0に対応させる。 
𝑦𝑖𝑡 = {
  1    𝑖𝑓   𝑦𝑖𝑡
∗ >  0  
 0    𝑖𝑓   𝑦𝑖𝑡
∗ ≤  0 
 (6.1) 
この方法は latent response variable (LRV) transformation と呼ばれ，幅広く活用されている





∗ = 𝜂𝑖0 + 𝜂𝑖1 × (𝑡 − 1) + ∑𝜋𝑡𝑘𝑤𝑖𝑡𝑘
2
𝑘=1







釈できる。また，𝑤𝑖𝑡𝑘(𝑘 = 1, 2)は時間依存型の独立変数であり，𝑤𝑖𝑡1は PC，𝑤𝑖𝑡2はモバイル
の EC 利用時間変数が対応する。𝜋𝑡𝑘はその係数である。 
次に，𝜂𝑖0および𝜂𝑖1をマルチレベルモデルの枠組みで次のように記述する。 
𝜂𝑖0 = 𝛾00 +∑𝛾0𝑙𝑥𝑖𝑙
9
𝑙=1
+ 𝑑𝑖0 (6.3) 
𝜂𝑖1 = 𝛾10 +∑𝛾1𝑙𝑥𝑖𝑙
9
𝑙=1
+ 𝑑𝑖1 (6.4) 
ここで，𝛾00, 𝛾10は定数項である。𝑥𝑖𝑙  (𝑙 = 1,… ,9)は時間不変型の独立変数であり，前述の 9
つの購買特性変数およびデモグラフィック特性変数が対応する。𝛾0𝑙, 𝛾1𝑙はその係数である。
なお，時間不変型の独立変数𝑥𝑖𝑙のうち，連続変数については，小杉・清水(2014)を参考に平














∗が 0 を閾値として 1/0 に対応するモデルを採用している。この閾値をある値τとして
推定することも可能である。その場合，閾値τには時間不変の仮定(i.e., 𝜏𝑡 = 𝜏, ∀𝑡)が置かれ
る。しかしながら，推定時にはモデルの識別性のため，閾値τ，または，𝜂𝑖0の定数項𝛾00のい
ずれかを 0 に固定する必要がある(Masyn et al., 2014; Lee et al., 2018)。それゆえ，本研究ではτ
を 0 に固定し，𝛾00を推定する形を採用している。このとき，消費者 i が𝑡期にオンライン購
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買を行う確率は式(6.6)で表せる。 
Pr(𝑦𝑖𝑡 = 1|𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1, 𝑤𝑖𝑡𝑘) =
1






𝑙(𝒚𝒊|𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1, 𝑤𝑖𝑡𝑘) =∏Pr(𝑦𝑖𝑡 = 1|𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1, 𝑤𝑖𝑡𝑘)





ここで，𝒚𝒊は 7×1 のベクトルである。さらに，消費者 i の条件付き尤度を多変量正規分布に
従う潜在変数𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1で周辺化することにより，消費者 i の尤度は式(6.8)で表せる。 





𝜑(𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1|𝑥𝑖𝑙)𝑑𝜂𝑖0𝑑𝜂𝑖1 (6.8) 
𝜑は多変量正規分布の確率密度関数である。本モデルの対数尤度は消費者間での独立性を仮
定することによって消費者 i の対数尤度を足し合わせ，式(6.9)で表せる。 










× Pr(𝑦𝑖𝑡 = 0|𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1, 𝑤𝑖𝑡𝑘)
1−𝑦𝑖𝑡} ×𝜑(𝜂𝑖0, 𝜂𝑖1|𝑥𝑖𝑙)𝑑𝜂𝑖0𝑑𝜂𝑖1) 
(6.9) 





モデルについても推定を行い，情報量規準 AIC および BIC を用いて比較を行う。具体的に二
次の項を入れた潜在成長曲線モデルは式(6-2)に二次の項を加えて次のように表せる。 
𝑦𝑖𝑡
∗ = 𝜂𝑖0 + 𝜂𝑖1 × (𝑡 − 1) + 𝜂𝑖2 × (𝑡 − 1)
2   +  ∑ 𝜋𝑡𝑘𝑤𝑖𝑡𝑘
2
𝑘=1




表 6.4 にモデル選択結果を示した。まず，AIC および BIC の観点でモデルを比較すると，








表 6.4 モデル選択結果 
 




相関係数は－0.256 であった。また，消費者 i 毎に推定された潜在変数𝜂𝑖0，𝜂𝑖1のヒストグラ
ムを図 6.1，図 6.2 に示した。切片𝜂𝑖0は平均値-3.198，第 1 四分位-4.454，中央値-3.234，第 3
四分位-1.848 という結果であった。また，傾き𝜂𝑖1は平均値 0.032，第 1 四分位-0.040，中央値










図 6.1 切片の推定結果 
注. 本ヒストグラムの横軸はパラメータの推定値，縦軸は人数である。 






切片 -3398.4 6846.7 6975.0 78.8 77.1
切片+一次 -3346.8 6767.5 6957.4 81.2 79.8




図 6.2 傾きの推定結果 
注. 本ヒストグラムの横軸はパラメータの推定値，縦軸は人数である。 
本図は推定用データ 1,250 人に対しての分析結果である。 
 
 
表 6.5 に時間依存型独立変数のパラメータ推定結果を示した。PC はいずれの期においても
1%水準で有意であった。一方，モバイルは，4 期以降は 1%水準で有意であったが，2 期およ
び 3 期は 5%水準で有意，1 期は 10%水準で有意であった。また，z 値はいずれの期において
も PC の方が大きい結果であった。記述統計の結果(表 6-3)を見ても EC サイトはモバイルに






表 6.5 時間依存型独立変数のパラメータ推定結果 
 




















PC 0.548 0.126 4.335 ***
0.469 0.102 4.612 ***
0.510 0.093 5.494 ***
0.481 0.090 5.355 ***
0.484 0.090 5.352 ***
0.391 0.093 4.199 ***
0.474 0.098 4.846 ***
モバイル 0.353 0.184 1.915 *
0.269 0.136 1.977 **
0.295 0.116 2.530 **
0.296 0.106 2.776 ***
0.297 0.103 2.888 ***
0.292 0.104 2.818 ***

















表 6.6 時間固定型独立変数のパラメータ推定結果 
 
注. 本表は推定用データ 1,250 人に対しての分析結果である。 
 
6.7 考察 





とめ買いを行う人ほどオンラインで購買を行いやすいという先行研究の知見(Briesch et al., 
2009; Chintagunta et al., 2012)は本研究でも同様に支持された。また，縦断的傾向でみると，土
日祝日の購買の多さ(Chintagunta et al., 2012)，価格感度の高さ(Konus et al., 2008; Chintagunta et 
al., 2012; Fassnacht & Unterhuber, 2016)が影響することが本研究でも支持された。消費者のチ
ャネル利用の成長という縦断的傾向にこれらの要因が寄与することは，先行研究で扱われて
ない新たな示唆となる。一方，時間に余裕がない人ほどオンラインで購買を行いやすいとい






定数項 -1.862 0.513 -3.632 ***
時間制約 0.517 0.157 3.288 ***
まとめ買い 0.692 0.189 3.667 ***
土日祝日購買割合 -0.119 0.152 -0.780
価格感度 -0.077 0.159 -0.487
性別(男性=1) -2.085 0.335 -6.220 ***
年齢(35~49歳ダミー) 0.405 0.340 1.190
年齢(50~69歳ダミー) 0.772 0.433 1.784 *
家族人数 -0.016 0.139 -0.115
子供人数 -0.605 0.216 -2.808 ***
定数項 0.084 0.095 0.881
時間制約 -0.059 0.027 -2.216 **
まとめ買い -0.002 0.032 -0.049
土日祝日購買割合 0.060 0.026 2.283 **
価格感度 0.052 0.027 1.933 *
性別(男性=1) 0.010 0.058 0.164
年齢(35~49歳ダミー) 0.014 0.057 0.250
年齢(50~69歳ダミー) 0.018 0.072 0.250
家族人数 -0.002 0.023 -0.102






























究の中で昨今大きな関心が高まっている(Verhoef et al., 2015; 奥谷, 2016)。しかし，その影響
を実行動データを用いて実証的に捉えた事例は少なく，本研究の貢献であると考える。EC
サイトの利用時間は PC の方がモバイルに比べて多い傾向であった。また，オンライン購買
の説明力は PC での EC 利用の方がモバイルよりも強いことが確認された。デバイス特性に関
する先行研究では，PCは多くの情報を入手・処理できる情報操作性に優れること，モバイル
は手軽にすばやく情報を処理できる効率性に優れることが示されている(Ström et al., 2014)。
日用消費財のオンライン購買は耐久消費財とは異なり，複数の商品をまとめて買う場合が多





































ネルの購買データとして，2015 年 4 月~2016 年 12 月のデータを利用したのに対し，第 4 章

























































第 3 は第 4 章で捉えたような消費者セグメント毎にオンライン購買の成長を捉えていくこ
とである。本章の研究では 2 年間の時系列データを用いた検討を行った。この検討に第 4 章
のセグメンテーション結果を付与したモデル化を行うことや第 5 章の研究で潜在クラスを導
入したように，セグメンテーションと潜在成長モデルを同時に行うことが，今後のモデル化
の発展課題として考えられる。後者は潜在クラス成長モデル(Latent Class Growth Model)と呼
ばれるアプローチにあたる。しかしながら，本研究で用いたデータでは，こうしたモデル化
を検討する上で，サンプルサイズの限界を抱えている。特に，第 4 章の研究では，購買デー
タ，PC データ，モバイルデータという 3 種のデータに加え，付帯のアンケート調査を実施し
ている。また，パネルデータの運用管理上，長期間のデータ収集には対象者の脱落の問題が




















































① 2016 年中期時点の現状にて，どのような人がマルチチャネル購買をしているのか 












ライアル性向を有し，買い物の楽しみを求める傾向は，Konus et al. (2008)が示唆した傾向と
整合し，この傾向がモバイルを活発に利用する消費者にあてはまることを挙げた Sands et al. 
(2016)とも整合する。また，この人たちはモバイルを含むマルチメディアを時間に余裕を持
ちながら活発に利用しており，モバイルがもつ娯楽性や快楽性といったデバイス特性を活か















































































 以上の本研究の知見について，図 7.1 に整理した。 
 
 






























































 第 1 として，本研究の第 4 章では購買チャネルとメディア接点について実行動のみをデー


















































 第 5 章の研究では希少性の高い商品やロングテイル商品のチャネル利用には消費者間差異
が生じること示唆し，この傾向には消費者のリスク認知が関係することを推察した。オンラ
イン購買には，強みである品揃えの豊富さ(Verhoef et. al., 2015)と弱みである実物が確認でき
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